
Ⅰ 問題意識

�資本主義が発達するためには，労働市場で

低廉な代価で雇用できる過剰人口の存在が必

要�としながらも，Weber（１９７６）は，それだ

けでは�資本主義の量的な拡大は促進されるこ

とがありえようが，その質的な発達，とりわけ

労働を集約的に利用しつくせるような経営形態

への移行はむしろ阻害される�と主張する。そ

して�…何らかの技能的（熟練）労働だとか，

高価な破損しやすい機械の取り扱いや，およそ

高度に鋭敏な注意力や創意を必要とするような

製品の製造が問題となる場合には…少なくとも

勤務時間の間は，どうすればできるだけ楽に，

できるだけ働かないで，しかもふだんと同じ賃

金がとれるか，などということを絶えず考えた

りするのではなく，あたかも労働が絶対的な自

己目的――“Beruf”（天職）――であるかのよ

うに励むという心情�が必要になるとして，

�民衆は…貧しいからこそ労働する�という

�幾世紀を通じた信条�と対照させている（注１）。

経済発展の初期，とりわけ産業の高度化にと

もなう職務態度の変容を読み解いたWeberの

主張は，開発途上国の工業化を語るうえでも重

要な側面をいいあてている。というのも産業の

高度化にともなう製造技術の変化が労働者の職

務態度にも変化を求めるために，労働者を職務

に動機づけ（以下，単に�動機づけ�）る最適な

労務管理戦略もまた異なってくると考えられる

からである。

ここしばらくの東アジアの経済発展は，縫製

業に代表される半熟練労働集約的なローテク産

業に始まり，そして同じく川下の組み立て産業

ながら家電や IT関連といった熟練労働集約的

なハイテク産業に引き継がれていく傾向がある。

ここで，ローテクとハイテク産業という対比を

考えよう。やや雑駁ないい方ではあるが，ロー

テク産業では規格化された単純で繰り返しの多

いルーティン（経常的）な作業が中心となり，

また品質の管理が比較的容易である。これに対

してハイテク産業では，ルーティン化されにく

い，そして労働者の判断のともなう作業が中心

となる。例をあげておこう。ハイテクに属する
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ーに拡大するなどした回路の焼付け（mount-

ing）の不具合の視検によりなされる（この意味

で，労働集約的である）。これには高い集中力が

求められると同時に，不具合を見逃して製品化

された段階で不具合が検出されたとき，ないし

は不具合な部品を使った製品が販売されたとき

の損害は，縫製品や靴の場合とは比較できない

ほど大きなものとなろう。

この対照を根拠として，労働者を職務に動機

づける労務管理戦略もまたそれぞれの産業で異

なることを，作業仮説として提示しておこう。

ローテク産業では，作業実績（労働努力）の判

定が容易であり，また単純作業であることから

技能形成もさほどは重要とはならない。したが

って労働努力を短期的報酬（典型的には，出来

高給）で評価し，また監督による単純作業の統

制という形態の労務管理戦略が採用される。こ

れに対してルーティン化されにくい作業が重要

となるハイテク産業では，労働努力の短期的判

定が困難であるばかりか，数量実績による労働

努力の短期的な判定は製品の品質低下を招く恐

れがある。また，労働契約で規定できない諸々

の状況に対応する技能形成が必要となる。した

がって，労働者の自発的な労働努力をひきだす

労務管理戦略が採用される。報酬体系も，長期

的に労働努力を判定する形態（例えば，昇進の

重視）となる。離職に関しては，技能形成の重

要度に対応して，ローテク産業では離職を抑え

る戦略は必要とはならないが，ハイテク産業で

は重要となる。

本稿の目的は，製造技術の性質により労務管

理戦略が異なることを労働者の職務意識の観点

から実証的に検討して，産業構造の高度化を円

滑に推し進める上での適切な労務管理戦略を摘

出することである。実証分析には，ヴェトナム

のローテク（縫製と製靴）産業とハイテク（プ

リント基板とテレビのブラウン管）産業の製造工

程従事者３５９名に対する聞取り調査の結果を利

用する。調査は，２００２年８月になされた。

議論は，以下のように構成される。まず次節

では，近年，議論が盛んとなった贈与交換論に

注目して動機づけに関する仮説を整理する（第

Ⅱ節）。そして本稿の調査対象について説明（第

Ⅲ節）した後に，仮説の検証に移る。その議論

は２段階でなされる。まず，プールしたデータ

を用いて動機づけ仮説の検証を行う（第Ⅳ節）。

そして，ここで得られた知見に基づいて作業仮

説を検証可能な形に書き換えて，２つの産業の

比較検討から仮説の検証を行う（第Ⅴ節）。

Ⅱ 先行研究と仮説の提示

工場組織における動機づけについては，経営

学・産業組織心理学・社会心理学などの行動科

学からいくつかの分析アプローチと仮説が提示

され，近年は経済学もこの領域に参入しつつあ

る（注２）。しかし，それぞれの分野においてすら

見解は一致していない。特に，経済学と行動科

学の議論のすれ違いは，それぞれが立脚する労

働者像の相異に由来している。そこでまず，労

働者の職務行動にかかわる主要な議論を整理し，

また実証研究を一部紹介する。

本稿では，職務態度（attitude）は職務行動

（behavior）の説明変数であり，労務管理は職務

態度に作用して職務行動を操作する，という行

動科学の構図［Fishbein and Ajzen１９７５］を採

用する。なお職務行動の直接的な観察は困難で

あることから，その前段階としての�行動への
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意思�（behavioral intentions）を検討することに

なる。

１．経済学における動機づけ

労働者の職務への動機づけは，本質的に怠惰

であるとされる労働者に職務を遂行させる（怠

業の阻止）ときと，自発的に職務に取り組んで

作業実績を高める（労働意欲の高揚）という異

なる文脈で語られている（注３）。それぞれを�非

自発的動機づけ�と�自発的動機づけ�と呼称

しておこう。この対比は，はじめに引用した

Weberのいう�できるだけ働かないで，しか

もふだんと同じ賃金がとれる�という態度と

�あたかも労働が絶対的な自己目的であるかの

ように励む�という態度と大きく重なることに

なる。

組織効率の観点からすれば，２つの動機づけ

は共に有用であるとしても，その作動には異な

るメカニズムが働くと考えられる。しかし，多

くの議論では双方は峻別されていない。結論を

先取りすれば，経済学は非自発的動機づけを，

そして行動科学は主として自発的動機づけを議

論する傾向がある。この相異は，動機づけの誘

因として，経済学は金銭的報酬，そして行動科

学は非金銭的報酬に焦点を当てるというアプロ

ーチの差に典型的に現われている。

経済学が頻繁に用いる内部労働市場という用

語が端的に示すように，主流派経済学は企業組

織内においても擬制的市場が機能すると想定す

る。そして労働に負の効用をもたせたうえで，

金銭的報酬についての利己的利益の最大化行動

をとる個人を措定する（主流派仮説）。これは，

財市場における価格メカニズムを内部労働市場

における労働報酬システム（以下，労働報酬）

に置き換えた議論，すなわち労働報酬に労働者

が合理的に反応するという設定である。この設

定では，そもそも，動機づけは問題とはならな

い。

経済学において動機づけが議論されるのは，

Milgrom and Roberts（１９９２）が�効力ある完

備契約が現実には締結できないというインセン

ティヴ制約が動機づけ問題が生じる唯一の理

由�と述べているように不完全情報を措定した

ときである。したがって，非自発的動機づけが

議論されている。ここでの主題は，効率的な契

約のデザインとなる。

２．部分的贈与交換仮説

経済学においても，主流派とは異なる設定を

もつアプローチが登場している。そのひとつに，

人類学における贈与交換の枠組みを雇用関係に

もち込んだ部分的贈与交換仮説［Akerlof１９８２］

がある。

交換の基本形には，市場交換（経済的交換）

と贈与交換（社会的交換）がある。市場交換は

匿名である当事者間の売買契約であり，また交

換財の価格は市場により決定される。匿名であ

ることは，契約当事者間の平等と契約相手を選

択する自由を意味する。これに対して贈与交換

では，交換当事者の社会的関係が表面化する。

市場交換と対比したうえでの贈与交換の特徴は，

返礼の義務が明確に特定化されておらず，また

返礼の規模・内容が返礼主体の裁量に委ねられ

ることである。したがって贈与交換は短期的に

は均衡する必要はなく，長期的に均衡すること

が期待される。経済学の主流派仮説は雇用関係

を経済的交換とみなすが，現実の雇用関係，そ

れも組織内における長期的なそれを契約の自由

と平等に裏打ちされた純粋な経済的交換とみな

すには無理があろう。ここに，雇用関係を贈与
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交換で捉えようとする契機がある。

Akerlofは，現金転記を職務とする女子職工

が，昇進や給与手当ての増加という報酬が得ら

れないにもかかわらず，会社の設定したノルマ

以上に作業をこなすという事実に着目する。そ

して，職工が自発的に動機づけられていること

を説明するために，贈与交換の互酬的性格を強

調する人類学者のMauss（１９５４）の議論を援用

して，ノルマ以上の作業を職工による企業への

贈与とみなす。すなわち，市場均衡賃金よりも

高い賃金を享受する労働者が，その返礼として

高い労働努力を提供すると主張する。

ところで返礼行為の動機づけについて，Blau

（１９７４）は友情や信頼に裏づけられた人格的

関係から生じる義務を強調し，また Gouldner

（１９６０）は互恵性の社会規範に規定された恩恵

への返礼としての道徳的義務とやや強く捉えて

いる。しかし企業自体は非個人であることから，

恩恵に対する返礼の道徳的義務などに贈与交換

の存在理由を求めるには無理があろう。むしろ

労働者がもつ贈与交換の性向を，経営者が戦略

的に利用する可能性が指摘されよう。Milgrom

and Roberts（１９９２）の用語を使えば，企業は

インフルエンス活動を通じて労働者が企業に対

して贈与への返礼としての努力を自発的に行う

ように仕向ける可能性である。このような枠組

みのなかで，部分的贈与交換仮説は整合的に捉

えられることになろう。

主流派仮説と部分的贈与交換仮説は，非自発

的動機づけと自発的動機づけという異なる動機

づけを対象としており，また雇用関係を市場交

換ないしは贈与交換として捉えるかで決定的に

立場を異にする。市場交換とするとき，労働努

力（労働の限界生産力）が賃金率を決定する。

しかし贈与交換とみなせば，賃金率が労働努力

を決定することになる。

３．効率賃金仮説とその実証

Akerlof（１９８４）は部分的贈与交換仮説を効

率賃金仮説の一形態としていることから，効率

賃金仮説についての実証研究をレヴューしてお

こう（注４）。この仮説には，贈与交換仮説，怠業

阻止仮説，転職阻止仮説，逆選択仮説，栄養仮

説などいくつかの類型がある［Yellen１９８４］。こ

のうち組織内の職務行動に直接かかわる仮説は，

贈与交換仮説と怠業阻止仮説［Shapiro and Stiglitz

１９８４；Krueger and Summers１９８８］であろう。

怠業阻止仮説は，効率賃金が怠業の発覚による

解雇の機会費用を高めることから，労働者は怠

業しないように動機づけられるとする。いうま

でもなく，非自発的動機づけが議論されている。

効率賃金仮説は，賃金を効率賃金と認識した

労働者が，その職務行動に変更を加えるという

枠組みにおいて検証する必要がある。しかし，

方法論的個人主義をとる経済学は労働者の意識

を計測することなく，様々な代替指標を用いて

検証を試みることになる。

Fleisher and Wang（２００１）は，ミンサー流

の賃金関数により求めた市場均衡賃金率を上回

る賃金部分を効率賃金とする。それが高い生産

性や利潤と関連するという結果から，効率賃金

仮説を支持している。しかしこの手法では，効

率賃金と生産性とを介在する論理が不明であり，

また効率賃金仮説のどの類型の検証かも明らか

でない。怠業阻止仮説の検証としては，次があ

る。Osterman（１９９４）は，米国の企業データ

を用いて，効率賃金が労働者／監督者比率を低

下させることから仮説を支持する。Cappelli and

Chauvin（１９９１）は，懲戒解雇率を怠業の指標

産業の高度化と工場労働者の職務意識
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とし，また工場の平均賃金率と工場周辺の代替

的職種の賃金率との差を賃金プレミアム（効率

賃金）とする。そして，賃金プレミアムが有意

に懲戒解雇率を下げることを検出している。効

率賃金率と監督費用との代替性を検出した研究

もある［Gordon１９９４；Ewing and Paynet１９９９］。

ただし，これらの研究では労働者の職務意識を

直接計測していないために，間接的な検証にと

どまっている。

こうした企業レベルのデータに依拠した検証

に対して，労働者個人を対象とした研究も行わ

れている。Fairris and Alston（１９９４）は，米国

の Quality of Employment Survey を用いて，�自

分の職務については，一生懸命働く必要があ

る�というステートメントへの反応で労働意欲

を捉える。均衡賃金率を上回る賃金部分をプレ

ミアム（効率賃金）として，それが労働意欲を

説明することから効率賃金仮説の妥当性を認め

ている。Goldsmith, Verum and Darity（２０００）

も同様の手法で検証している。明示されてはい

ないが，贈与交換仮説の検証であろう。ただし

贈与交換仮説の本格的な検証は，実験経済学で

の検討にとどまっている［Fehr et al.１９９８；Han-

nan, Kagel and Moser２０００］（注５）。

４．行動科学における動機づけ

多岐にわたる行動科学の動機づけ理論の紹介

は，本稿の意図を逸脱する。そこで労働報酬と

労働意欲との関係に焦点を当てる過程理論と，

組織と個人との関係において職務行動を検討す

るアプローチの２つに注目しよう。

過程理論を代表する期待理論［Porter and

Lawler１９６８］は，動機づけは期待と結果の誘

意性の積であるとする。金銭的利得に誘意性を

もつ労働者が労働報酬への主観的な期待により

動機づけられると読み直せば，主流派経済学の

議論そのものである。本稿の実証分析でも，経

済学の主流派仮説の検討に過程理論の手法を利

用することにする。しかし多くの行動科学の研

究は，経済学が労働誘因として想定する金銭的

報酬の有効性には懐疑的であり，その実証研究

の多くは金銭的報酬よりも非金銭的報酬のほう

が動機づけ効果が大きいことを明らかにしてい

る［Guzzo and Katzell１９８７］。

非金銭的報酬と職務行動の関係を捕捉するた

めに，職務満足について多くの実証研究が蓄積

されてきた。しかし有意な結果が検出されなか

ったことから，組織における個人という新たな

設定がなされるようになる。そこでの中核とな

る概念が，組織に対して個人が抱く心理的愛着

［O’Reilly and Chatman１９８６］と表現される組織

コミットメント（organizational commitment）と

いう職務態度である。コミットメントという用

語は経済学・社会学そして心理学を問わず多く

の分野で異なる含意をもって用いられているが，

行動科学における組織コミットメントはMow-

day, Steers and Porter（１９７９）の研究を嚆矢と

しており，�１組織目標に対する信頼と受容，�２

組織への利他的態度，そして�３組織成員として

とどまりたいとする意思の３つの下位概念で組

織コミットメントを構成している。その後，Al-

len and Meyer（１９９０）は，情緒的，規範的そ

して存続的の下位概念を組織コミットメントの

構成要素としている。このうち情緒的コミット

メントは，多くの実証研究で，職務行動を説明

する中心的概念［Reichers１９８７］であるとされ

ている。それは組織との情緒的紐帯を表わして

おり，�特定の組織に対する同一化と関与�と

して定義されている［Porter et al.１９７４］。本稿
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でも，組織コミットメントというときは情緒的

コミットメントを指すことにする。そして，組

織コミットメントは諸々の職務行動の先行因子

となることが多数の実証研究で指摘されている

［例えば，Mathieu and Zajac１９９０］。

組織に対する総体的な職務態度である組織コ

ミットメントが職務行動を説明するという構図

は，労働努力と金銭的報酬との直裁的関係を想

定する経済学のそれとは大きく異なっている。

そして，この組織コミットメントと関係して組

織における贈与交換論が行動科学においても展

開されていくことになる。心理学の分野では贈

与交換論の有効性ははやくから指摘されていた

［Levinson１９６５］が，それが実証の段階に至っ

たのは Eisenberger et al.（１９８６）による�知覚

された組織支援�（perceived organizational sup-

port．以下，組織支援）の研究からである。こ

の研究は，組織（情緒的）コミットメントと組

織支援とを労働者と組織との贈与交換として捉

える（注６）。すなわち，組織支援を知覚した労働

者は組織コミットメントを高めて，その結果，

贈与への返礼としての労働意欲が高まると主張

する。

組織支援研究によって，組織コミットメント

の性質が明瞭となった。また，�職工が擬人化

した企業組織に対して愛着（sentiment）をもち，

企業への贈与に効用をみいだすのは自然なこ

と�と決定論的に主張した Akerlof（１９８２）の

論理に明確な概念規定が与えられ，贈与交換仮

説の実証可能性が高められたといえる。

ここで，２つの贈与仮説を整理しておこう。

Akerlofは，賃金が部分的には贈与交換の性質

を備えているとして，主流派の想定を覆す仮説

を提示した。この意味では，部分的贈与交換仮

説は主流派経済学と一線を画する。しかし，こ

の仮説は金銭的報酬を念頭に置いており，この

点では紛れもなく経済学的である。これに対し

て行動科学における贈与交換論では，非金銭的

贈与が議論の対象となる。本稿では，前者を経

済的贈与交換仮説，後者を社会的贈与交換仮説

と呼称しよう。それぞれの仮説は異なる要因と

論理展開をもっており，それゆえに労務管理を

考えるうえでの政策的含意も異なってこよう。

５．分析の構図

動機づけ仮説（表１）を鳥瞰してきたが，こ

れらの仮説を構成する変数の多くは労働者の職

務意識で捉えることが望ましいことを指摘した。

そこで本稿では，労働者を対象とした聞取り調

査から議論に必要となる諸変数を構成していく。

労働者の職務意識の観点から描かれている図

１は，仮説検証のための構図を表わしている。

主流派仮説と怠業阻止仮説では，効率賃金が直

表１ 仮説の因果関係

仮説 因果関係

主流派仮説 労働報酬→怠業（－）

怠業阻止仮説 効率賃金→怠業（－）

経済的贈与交換仮説 効率賃金→組織コミットメント（＋）→労働意欲（＋）

社会的贈与交換仮説 組織支援→組織コミットメント（＋）→労働意欲（＋）

（出所） 筆者作成。以下の図表も全て同じ。

産業の高度化と工場労働者の職務意識
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接的に怠業に影響する。これに対して，２つの

贈与交換仮説では，効率賃金ないしは非金銭的

な組織支援を組織からの贈与とみなした労働者

が，その返礼として組織コミットメントを高め

る。そして，その結果，職務行動が影響を受け

ることになる。

Ⅲ 対象と労働市場

１．分析対象

ドイモイ以降のヴェトナムの製造業を牽引し

てきた主役は，縫製・製靴業に代表されるロー

テク産業であった。例えば２０００年の輸出額でい

えば，縫製製品の輸出額は第１位の１９億ドルで

あり，海産物１４億８０００万ドル，そして履物１４億

６０００万ドルと続いている。しかし２００４年末に多

国間繊維協定（MFA）が失効するなかで，ヴ

ェトナムの縫製業がどこまで国際競争力を維持

できるかは楽観できない。また，払込額でみた

外資導入額は１９９６年をピークに減少しつつある。

１９９７年の通貨危機の影響もあろうが，主要な

ASEAN諸国で直接投資の流入額が減少してい

る現状は，経済成長の著しい中国が海外資本を

吸収した結果であることは否めないであろう。

こうした制約条件のなかでヴェトナムは工業

化を進めていかなくてはならない。ここで，経

済発展で先行しているマレーシアやタイにおい

て，縫製業に代表されるローテク産業から電

気・電子といったハイテク産業への産業の高度

化がなされたという経験はヴェトナムにも参考

になろう［御手洗・原１９９９］。この移行の円滑

な実現のための労務管理戦略の模索が，先に提

図１ 分析の構図

労働報酬システム 効率賃金 組織支援

� 


組織コミットメント

	 
 ＊ �

＊

＊

怠 業 労働意欲

（注） �１ 主流派仮説�，怠業阻止仮説�，（c→d）経済的贈与交換仮説，�社会的贈与交
換仮説（e→d）

�２ ＊は，本稿で検討する仮説にかかわる帰無仮説。

�３ 双方向の曲線矢印は共変量を表わす。

�４ 本文では転職意思についても分析を加えるが，動機づけを主題としているために

図では省かれている。
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示した作業仮説の背後にある問題意識である。

そこで本稿では，ローテク産業としてハノイ

とドンナイ省（地勢的にはホーチミン市の経済

圏）から製靴工場を１社ずつとハノイの縫製工

場の計３社，そしてハイテク産業としてハノイ

にあるテレビのブラウン管組立企業（韓国企業

との合弁）とドンナイ省にあるプリント基板製

造企業（日系）を対象として選定した（注７）。そ

して，その製造工程従事者（監督者は含まな

い）を対象として，調査員による質問票に基づ

く聞取り調査を実施した（表２）（注８）。

聞取り対象となった労働者について，その属

表２ 対象企業

所在地 業種 経営形態 従業員規模（人） サンプル数

ローテク産業

ハノイ 製靴 従業員持ち株会社 ７００ ７３
ドンナイ省 縫製 従業員持ち株会社 ２，８００ ７１
ドンナイ省 製靴 国営 １，１００ ７１

ハイテク産業

ハノイ ブラウン管 韓国企業との合弁 １，３００ ７０
ドンナイ省 プリント基板 日系 ２，１４６ ７４

表３ サンプル労働者の基本的属性

労働者数（人） 年齢（歳） 勤続期間（月） 給与（’０００VTD）

ローテク産業 男子 ４１ ２６．３７（６．１３） ３２．３９（４５．２８） ６７７．０７（１４４．３１）

女子 １７４ ２３．９３（３．２４） ２４．４６（２６．２６） ５２６．３２（１４６．８３）

合計／平均 ２１５ ２４．３９（５．４１） ３２．９９（３２．９４） ５５５．０７（１５７．６３）

ハイテク産業 男子 ９９ ２７．９６（６．１３） ６４．１８（２０．７８）１，５２２．２０（５４３．９１）

女子 ４５ ２７．９３（５．１４） ５７．２４（１５．５３）１，１６３．５１（３９８．９９）

合計／平均 １４４ ２７．７５（４．８７） ６２．０１（１９．５１）１，４０９．９９（５２８．６１）

（注） �１ かっこ内は標準偏差。

�２ １ドルは１５，０００VTD弱である。

婚姻関係

既婚 独身 離婚・死別 合 計

ローテク産業 男子 １５（３６．６） ２６（６３．４） ４１（１００．０）

女子 ２７（１５．５） １４５（８３．３） ２（１．１） １７４（１００．０）

ハイテク産業 男子 ４８（４８．５） ５１（５１．５） １４４（１００．０）

女子 ２３（５１．１） ２２（４８．９） ４５（１００．０）

合計 １１３（３１．５） ２４４（６８．０） ２（０．６） ３５９（１００．０）

（注） �３ かっこ内は％。
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性（表３）と彼らをめぐる労働市場について簡

単に紹介しておこう。平均年齢は２０代半ばと比

較的若い労働者が中心であり，ローテク産業が

女子労働集約的，そしてハイテク産業が男子労

働集約的である（注９）。ローテク産業の女子で未

婚率が高いが，ヴェトナムでは結婚後も就業を

継続する傾向が強い。賃金（月給）水準には，

双方の産業で３倍近くの差がある。しかし高

卒公務員の給与が月額３０万ヴェトナム・ドン

（VTD）程度であることを考慮すれば，ローテ

ク産業の給与水準も効率賃金とみなしうる水準

にある。高卒に限り給与水準をみても，ローテ

ク産業の５５万９３８０VTD（SD〔標準偏差〕＝１７万

１７９６VTD）に対してハイテク産業では１２３万３９０

VTD（SD＝３５万１２２４VTD）と明らかな差（t値

＝１４．２５，P＜０．１％）が認められる（注１０）。企業内

の教育投資が大きくなるハイテク産業で，戦略

的に高賃金が提示されているといえよう。

なお，産業別の賃金関数は以下に示される。

ただし学歴は無学歴＝１～大学卒＝６，勤続期

間は月，性別は男子＝０・女子＝１，FDは企

業ダミーである。また，＊＊＊P＜０．１％，＊P＜

５．０％。ローテク産業では勤続期間，そしてハ

イテク産業では学歴が対照的に有意となってい

る。ローテク企業は，国営ないしは旧国営であ

り，その慣行が残存して勤続期間が賃金決定の

有意な変数となると考えられる。

［ローテク産業］

ln（月給）＝６．５５＊＊＊＋０．０３学歴＋

（７１．７９） （１．８２）

０．０２勤続期間＊＊＊－０．１９性別＊＊＊

（５．２２） （－５．３１）

－０．０１＊＊＊FD１－０．３１＊＊＊FD２

（－５．３７） （－９．２７）

adj-R２＝０．５０，F＝４３．４５＊＊＊

［ハイテク産業］

ln（月給）＝６．９５＊＊＊＋０．１２学歴＊＊＊＋

（６５．４５） （７．５０）

０．００１勤続期間－０．０９性別＊＊

（１．１９） （－２．９９）

－０．４９＊＊＊FD３

（－１５．５２）

adj-R２＝０．８１，F＝１５１．６７＊＊＊

教育水準（表４）は，ローテク産業では中卒

までと高卒以上が約半々であるが，ハイテク産

業では全員が高卒以上である。なお，それぞれ

表５ 支出割合 （％）

ローテク労働者 ハイテク労働者

家計食費 ３１．４ ２６．８
住居費 １４．２ ５．７
個人的支出 １１．８ ８．５
貯蓄 １４．０ １９．１
送金 １６．１ ２５．４
その他 １２．５ １３．４

合 計 １００．０ １００．０

（注） 丸め込みのため合計が１００．０になっていない。

表４ 教育水準（卒業基準）

産 業

ローテク ハイテク

なし １（０．６）
小学校 ２６（１２．１）
中学校 １１４（５３．０）
高校 ６４（２９．８） １０３（７１．５）
専門学校 ６（２．８） １８（１２．５）
大学 ２（０．９） ２０（１３．９）
その他 ２（０．９） ３（２．１）

合 計 ２１５（１００．０） １４４（１００．０）

（注） かっこ内は％。
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の産業内では，性別の教育水準に差はない（資

料省略）。支出の内訳（表５）をみると，住居費

の支出比率はローテクとハイテク労働者でそれ

ぞれ１４．２％と５．７％となっている。ただし借家

住いをする者に限れば，それぞれ１７．５％（９万

５９０VTD）と１４．０％（１万７７９６VTD）である。移

動労働者が多いことから送金の割合が高くなっ

ており，また貯蓄率も１０％台の値を示している。

ある程度の余裕が生活に認められる数値である

が，これも対象とした労働者がヴェトナムでは

比較的高い給与水準を享受しているためと考え

られる。

出身地については，北部の企業では南部出身

者は１名だけであり，ハノイを中心とする地域

が労働の供給源となっている。これに対してド

ンナイ省にある南部の企業では，ドンナイ省出

身者はローテク産業で８．５％，ハイテク産業で

２．７％でしかなく，また南部出身者も多くない。

むしろ北部出身者がローテク産業で６４．７％，ハ

イテク産業で６９．９％と過半数を占めている。ヴ

ェトナムの人口圧力は北部で高く，北から南へ

の人口移動がみられる［General Statistical Office

２００１］が，本稿の調査対象についてもそれが確

認できる。

なお歴史的経緯から，ヴェトナムの大企業の

大半は国営企業であったが，経済自由化の過程

で民営化が進んでいる。従業員持ち株会社は，

そうした過程のひとつの帰結である（注１１）。本稿

で対象としたドンナイ省の国営製靴工場も，従

業員持ち株会社化が予定されていた。さらにハ

ノイのブラウン管企業も，国営企業が韓国企業

と合弁して設立されている。すなわち，本稿の

対象のうち，日系プリント基板企業のほかは，

少なくとも何らかの形で国営企業の名残をもっ

ている。したがって本稿における論理展開に，

こうした企業形態が影響することは否定できな

い。ただし，従業員持ち株会社化が予定されて

いる国営製靴工場における聞取りでも，工場長

は販路の拡大や労務管理の近代化について熱心

に語っており，競争的市場における企業経営を

強く意識していた。また，もともと国営企業で

あったブラウン管企業の従業員が，後にみるよ

うに，ローテク企業とは異なる職務態度・行動

を示していることも考慮すると，国営企業形態

の影響よりは，むしろ本稿で指摘する製造技術

形態の差異のほうが労働者の職務態度・行動に

強く影響すると考えられる。

２．対象者をめぐる労働市場

現在の職場への就職情報の入手方法（表６）

は，ローテク労働者では親戚や友人といった個

人的なネットワークからの情報入手が半分以上

であるのに対して，ハイテク労働者では公的職

業紹介所が約４割近くとなっている。これは外

資系であるハイテク産業が公的職業紹介所の利

表６ 就業情報入手方法

職業紹介所 友人 親戚 募集広告 自身 その他 合計

ローテク産業 ４５（２０．９） ５６（２６．６） ８２（３８．１） １４（６．５） １５（７．０） ３（１．４） ２１５（１００．０）

ハイテク産業 ５４（３７．５） ９（６．３） １０（６．９） ３３（２２．９） ２９（２０．１） ９（６．３） １４４（１００．０）

平 均 ９９（２７．６） ６５（１８．１） ９２（２５．６） ４７（１３．１） ４４（１２．３） １２（３．３） ３５９（１００．０）

（注） かっこ内は％。
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用を余儀なくされていることもあろう。

労働市場の状況は，一般には，失業率に代表

されるマクロ指標で語られる。しかし労働者の

属性（学歴，年齢，性別など）により，彼らの

直面する労働市場の状況は異なるであろう。聞

取り調査で得られた回答から，それぞれの労働

者が直面する労働市場の状況を知ることができ

る。産業別にみた回答の差は，ウィルコクスン

の順位和検定で検定されている（注１２）。

�現在の職場とほぼ同じ労働条件の職場を探

すことは難しい�というステートメントに対し

て，７割以上が肯定的回答をみせているが，ハ

イテク労働者でその傾向が強い（表７）。これ

はハイテク労働者の市場がより超過供給となっ

ているわけではなく，むしろハイテク産業で給

与水準がローテク産業の３倍近くあることから

も窺えるように，彼らの離職を阻止するなどの

目的で高い賃金が支払われているためと考えら

れる。

転職意思（表８）は全体的には低いが，相対

的にはローテク労働者のほうが高い。これは代

替的就業機会の有無（表７）についての認識と

対応しており，それと転職意思との Spearman

の相関係数はローテク労働者で－０．３４（P＜０．１

表７ 代替的就業機会

質問 �現在の職場とほぼ同じ労働条件の職場を探すことは難しい�

全く妥当

しない
妥当しない

どちらとも

いえない
妥当する 強く妥当する 合計

ローテク産業 ３７（１７．２） ４０（１８．６） ７（３．３） ７１（３３．０） ６０（２７．９） ２１５（１００．０）

ハイテク産業 ２（１．４） ８（５．６） ２（１．４） ６０（４１．７） ７２（５０．０） １４４（１００．０）

平 均 ３９（１０．９） ４８（１３．４） ９（２．５） １３１（３６．５） １３２（３６．８） ３５９（１００．０）

Wilcoxon検定，Z＝－６．２０２，P＜０．０％

（注） かっこ内は％。

表８ 転職意思

質問 転職について，あなたはどうお考えですか。

１：転職はまったくありえない。

２：近い将来においては，転職はありえない。

３：職探しはしていないが，将来は転職するつもりである。

４：転職を真剣に考えている。

１ ２ ３ ４ 合計

ローテク産業 ６５（３０．２） ５０（２３．３） ６５（３０．２） ３５（１６．３） ２１５（１００．０）

ハイテク産業 ４６（３１．９） ７７（５３．５） １０（６．９） １１（７．６） １４４（１００．０）

平 均 １１１（３０．９） １２７（３５．４） ７５（２０．９） ４６（１２．８） ３５９（１００．０）

Wilcoxon検定，Z＝－３．６９６，P＜０．０％

（注） かっこ内は％。
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％），そしてハイテク労働者では－０．１７（P＜

４．２％）と代替的就業機会がないと認識する労

働者が有意に低い転職意思を示している。全体

的に転職意思が低いことは，雇用保障（危険回

避）と高い賃金との選好についての質問につい

て，８割以上が雇用保障という安定を選好して

いる（表９）ことからも裏づけられる。ヴェト

ナムの現状では今回対象としたような近代的部

門への就業は容易ではなく，一旦こうした企業

に就業した労働者は就業そのものに固執する傾

向が認められる。

Ⅳ 手法と構図

１．質問項目

本稿で用いる主要な構成概念は，職務態度と

しては組織支援・労働報酬・組織（情緒）コミ

ットメント・賃金適切度である。また職務行動

としては，動機づけにかかわる労働意欲と怠業

が考察の対象であるが，転職意思についても追

加的に検討する。

複数の質問を利用した確認的因子分析により

求められる構成概念については，質問項目とそ

のキーワードが表１０に示される。組織コミット

メントについてはMowday, Steers and Porter

（１９７９）を，また組織支援については Eisenberger

et al.（１９８６）を参照して質問項目を選定した（注１３）。

単一のステートメントにより計測される概念は，

以下のとおりである。なお，ステートメントに

つけられるかっこ内はキーワードである。効率

賃金については，�自分の仕事振りを考えたと

き，現在の賃金水準は適切である�（賃金適切

度）で捉える。職務行動については，�この工

場で，私は一生懸命働こうとしている�（労働

意欲）で労働意欲を，そして�仕事をしたくな

くなることが時折ある�（怠業）で怠業を捉え

る（注１４）。そして，ステートメントが自分に，強

く当てはまる＝５～どちらともいえない＝３～

まったく当てはまらない＝１までの５肢法の回

答にリッカート化した得点を与えた。転職意思

については，転職は全くありえない＝１～転職

を真剣に考えている＝４（表８参照）という選

択肢が用意された。

表９ 雇用保障と賃金との選好

質問 １：雇用保障よりは，高賃金のほうがよい。

２：どちらかといえば，雇用保障よりも高賃金のほうがよい。

３：どちらかといえば，高賃金よりも雇用保障のほうが重要である。

４：高賃金よりも，雇用保障のほうが大切である。

１ ２ ３ ４ 合計

ローテク企業 １（０．５） ３６（１６．７） １５２（７０．７） ２６（１２．１） ２１５（１００．０）

ハイテク企業 ５（３．５） １５（１０．４） １１１（７７．１） １３（９．０） １４４（１００．０）

平 均 ６（１．７） ５１（１４．２） ２６３（７３．３） ３９（１０．９） ３５９（１００．０）

Wilcoxon検定，Z＝－０．０３１，P＜９７．５％

（注） かっこ内は％。
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２．分析と結果

図１に示した全体の構図が，尤度推定法によ

る共分散構造分析（structural equation model）

の多重指標モデルを利用して検証された（図

２）。図の楕円は潜在変数を表わし，かっこ内

の数値は重相関係数の平方である。図では煩雑

を避けるために潜在変数を構成する観測変数と

その因果係数は注に示されている。因果係数

（影響指標）は標準化されている。

適合度指標 GFI・修正適合度指標 AGFI・残

差平方平均平方根 RMRそして RMSEA（root

mean square error of approximation）といった

共分散構造モデルを評価する主要な指標［豊田

１９９８］も満足できる水準となっている。計算に

は SPSS，AMOS４．０が用いられた。

職務行動の説明変数からみていこう。�１組織

コミットメントは，労働意欲を高め，怠業と転

職を阻止している。因果係数の大きさからみて

も組織コミットメントは職務行動全般に影響す

る職務態度となっており，先進産業社会で確認

されている事実と符合している。これに対して，

�２労働報酬は，労働意欲には影響していないが

怠業と転職を阻止している。なお，怠業の阻止

については，組織コミットメントよりも労働報

酬のほうが強い阻止効果をもっており（０．２９＞

０．２４），主流派仮説（労働報酬→怠業）が支持さ

れている。�３賃金適切度の職務行動への直接効

果は認められず，怠業阻止仮説は棄却される。

表１０ 分析に用いられる質問

組織支援 キーワード

経営者は労働者が勤勉に働けば評価してくれる。 勤勉評価
経営者は従業員のことを気にかけてくれる。 恩恵
経営者は信頼できる。 信頼
経営者は労働条件の改善に努めてくれる。 改善
この工場では何かあったときには援助がある。 援助
経営者は敬意を持って労働者を扱ってくれる。 敬意
雇用は保障されている。 雇用保障

組織コミットメント

工場は家族のようである。 家族
工場に愛着を感じる。 愛着
工場に忠誠心を感じる。 忠誠
この工場で働いていることを誇りに感じる。 誇り
この工場で働いていることが自慢である。 自慢

労働誘因

この工場では勤勉に働けば高い賃金が得られる。 勤勉賃金
この工場では勤勉に働けば昇進できる。 勤勉昇進
昇進は公平になされている。 昇進公平
昇進の機会はある。 昇進機会
私の仕事は適切に評価されている。 適切評価
評価の基準は明確になっている。 評価基準
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転職意思についても，１０％水準で有意ではある

が，期待されるものとは逆符号となっている。

次に，贈与交換に関わる論理を確認しよう。

組織コミットメントが職務行動に影響する主要

な職務態度として検出されたが，その主要な先

行因子となるのが組織支援（因果係数＝０．８１）で

ある。賃金適切度は組織コミットメントに対し

て有意な因果係数（０．１３）をもっているが，組

織支援を経由した間接効果（０．４４＝０．５４×０．８１）

のほうが大きい。また賃金適切度と労働報酬は

ともに組織支援と強い共変関係にあることから，

それらを労働者は組織支援を構成する要因と認

識しているといえる。すなわち，経済的贈与交

換仮説の論理（賃金適切度→組織コミットメント

→労働意欲）も検出できるが，社会的贈与交換

仮説の論理（組織支援→組織コミットメント→労

働意欲）がより強く現われている。

図２ 共分散構造分析の結果

組 織 支 援

０．５４

０．７１ ０．５１

ξ１ ξ２ ξ３
０．８１＊＊＊

（０．６６）

労 働 報 酬 組織コミットメント 賃 金 適 切 度

－０．０８ ０．１３＊

０．０６ ０．５９＊＊＊ －０．２４＊＊ －０．０７ －０．４０＊＊＊ ０．１２＋

労 働 意 欲 怠 業 転 職 意 思

（０．３９） （０．２７） （０．３４）

ξ４ ξ５ ξ６
０．００ －０．２９＊＊＊ －０．３５＊＊＊

RMR＝０．０７７，GFI＝０．９０３，AGFI＝０．８７６，RMSEA＝０．０５１（上限＝０．０５９，下限＝０．０４３）

（注） �１ 潜在変数を構成する観測変数の因果係数（因子負荷量）。

組織支援：勤勉評価＝０．７２，恩恵＝０．７５，信頼＝０．６５，改善＝０．６１，援助＝０．６６，敬意＝０．７７，雇用

保障＝０．５２。

組織コミットメント：家族＝０．４３，愛着＝０．７５，忠誠＝０．５８，誇り＝０．６８，自慢＝０．８０。

労働誘因：勤勉賃金＝０．５７，勤勉昇進＝０．６４，昇進公平＝０．６６，昇進機会＝０．７１，適切評価＝０．７１，

評価基準＝０．６１。

なお，質問はキーワード表示（表１０参照）。係数は，全て０．１％で有意。

�２ ＊＊＊P＜０．１％，＊＊P＜１．０％，＊P＜５．０％＋P＜１０．０％。

�３ ξは誤差項。

産業の高度化と工場労働者の職務意識
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３．労務管理戦略と労働者の厚生

労働者の厚生を，�この工場で働くことは楽

しい�（楽しい），�この工場で働くのは快適で

ある�（快適）そして�働いているときにフラ

ストレーションを感じる�（フラストレーショ

ン）という質問への回答（強く当てはまる＝５～

全く当てはまらない＝１）で捉え，経営戦略の

対象となる職務態度で回帰（最適尺度法による

カテゴリ回帰：SPSS１１．５）させた（表１１）。

厚生に最も影響するのは，職務行動を説明す

る最も有力な職務態度であった組織コミットメ

ントである。賃金適切度も厚生を高めている。

また，厚生の程度は労働意欲と正，そして怠業

と転職意思とは負の強い関連を示している（表

１２）。すなわち，労働意欲を高揚して怠業と転

職を阻止する労務管理戦略は，労働者の厚生の

向上と矛盾しておらず，むしろパレート改善の

戦略となっていることには留意しておく必要が

あろう。

Ⅴ ローテクとハイテク産業の対比

１．仮説の提示

製造技術の異なるローテクとハイテク産業で

は，それゆえに労務管理のあり方も異なるとい

う作業仮説を提示した。ここまでの検討で明ら

かとなった知見に基づいて，この作業仮説を検

証可能な仮説に書き換えておこう。

仮説：ローテク産業では，作業工程において

労働者個人の判断が求められることが少ない経

常的な作業が中心であり，また労働者個人の労

働努力の判定も比較的容易である。したがって，

労働意欲の高揚ではなく怠業の阻止による作業

の遂行がなされるために，短期的な労働報酬を

表１１ 厚生関数（カテゴリ回帰） 標準化係数（β）

楽しい 快適 フラストレーション

組織コミットメント ０．４９（９８．３２）＊＊＊ ０．４４（８６．５５）＊＊＊ －０．１５（７．０３）＊＊

賃金適切度 ０．２９（３８．８８）＊＊＊ ０．２４（２９．３５）＊＊＊ －０．２３（１６．９４）＊＊＊

労働報酬 －０．４４（０．９０） ０．０７（２．１２） －０．１４（７．２８）＊＊

性別 ０．０１（０．０６） －０．０６（１．６０） ０．０３（０．３８）
教育水準 －０．１３（８．０９）＊＊＊ －０．１１（５．７８）＊＊＊ ０．０６（１．７４）
勤続期間 ０．０５（１．１８） －０．０２（０．１９） ０．０４（０．７０）
産業ダミー ０．１１（３．７８）＋ ０．１８（１０．４２）＊＊＊ －０．２３（１３．９６）＊＊＊

R２ ０．４５ ０．４８ ０．２８
F値 ２８．２２＊＊＊ ２８．６０＊＊＊ １０．４９＊＊＊

（注） �１ かっこ内は F値。＊＊＊P＜０．１％，＊＊P＜１．０％，＋P＜１０％。

�２ 教育水準：なし＝１，小学校＝２，中学校＝３，高校＝４，専門学校＝５，大学・その他＝６。

�３ 産業ダミー：ローテク産業＝０，ハイテク産業＝１。

�４ �楽しい�と�快適�の単相関係数＝０．６２＊＊＊。�フラストレーション�とは，それぞれ－０．３３６＊＊＊

と－０．３８８＊＊＊。

表１２ 労働者の厚生と職務行動の単相関

楽しい 快適 フラストレーション

労働意欲 ０．４７ ０．４３ －０．２９
怠業 －０．３５ －０．４１ ０．５０
転職意思 －０．３６ －０．４１ ０．３４

（注） 全て０．１％水準で有意。
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軸とした労務管理が採用される。また，これま

での枠組みでは議論されてこなかったが，怠業

を阻止するもうひとつの手段としての監督の強

化がなされる。

これに対してハイテク産業では，ルーティン

化できない作業が多く，また品質が重要となる

ために丁寧な作業が求められる。こうした産業

では状況依存的な契約で作業内容を規定するこ

とや監視による職務の遂行には禁止的に高くな

る取引費用がともなうことから，労働意欲を高

めることによる自発的な作業の遂行が要請され

る。したがって，組織コミットメントの醸成に

より労働意欲を高める労務管理戦略が採用され

る。また，短期的な労働努力の判定が困難なこ

とから，昇進の重視などのように長期的な労働

報酬に重きが置かれる。

２．検証

職務行動関数を求める前に，説明変数となる

職務態度を産業間で比較しておこう（表１３）。

組織支援・賃金適切度・労働報酬の全てが，ハ

イテク産業で有意に高くなっている。組織支

援・労働報酬そして賃金適切度について判別分

析を行い，次の標準化された正準判別関数がえ

られた。判別率からみても，ローテクとハイテ

ク労働者の職務態度には大きな差があることが

確認できる。その結果，これらを先決因子とす

る組織コミットメントもハイテク産業で有意に

高くなっている。

Ｚ＝０．７２組織支援＋０．６５賃金適切度－０．３０労

働報酬

判別率＝７５．２１％，Wilksの Λ＝０．９３，

χ２＝１０４．５４，P＜０．１％，正準相関＝０．５１

図３ 職務行動にかかわる共分散構造モデル

組織コミットメント

労働報酬システム 賃 金 適 切 度

職 務 行 動

（注） 四角は観測変数。楕円は潜在変数。潜在変数は図２と同じく観測変数で構成されるが，図では省略。

表１３ 職務態度にかかわる平均値の差の検定

ローテク産業 ハイテク産業 t－値

組織支援 －０．２４（１．１０） ０．４８（０．４９） ７．５４＊＊＊

組織コミットメント －０．２２（１．０９） ０．４４（０．５７） ６．７４＊＊＊

賃金適切度 ３．４４（１．４８） ４．４３（０．７６） ７．５４＊＊＊

労働報酬 ０．０７（１．０５） ０．１５（０．８８） ２．１５＊

（注） �１ かっこ内は標準偏差。賃金適切度以外は Rubin-Anderson法に基づく因子得点であるため

に，全サンプルにかかわる得点の平均は０，分散は１である。

�２ ＊＊＊P＜０．１％，＊P＜５．０％。
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平均値：ローテク産業＝－０．４８（SD＝１．２１），

ハイテク産業＝０．７１（SD＝０．５５）

図３の完全逐次モデルに示される職務行動関

数を想定して（注１５），その共分散構造分析の結果

が表１４に示される（紙幅の都合で図の表示は省

略）。

労働意欲：労働意欲を高めるのは労働報酬で

はなく組織コミットメントであるというプール

したデータで検出された結果は，個別の産業で

も確認できる。ハイテク産業で組織コミットメ

ントの因果係数が大きく，また組織コミットメ

ントも有意に高いことを考慮すれば，ハイテク

産業で組織コミットメントの醸成による労働意

欲の高揚戦略が採用されるという仮説が支持さ

れよう。

怠業：怠業については，ローテク産業では労

働報酬制度は阻止効果を発揮しているが，ハイ

テク産業では効果は認められない。ローテク産

業では労働報酬により怠業を阻止する戦略が採

用されるという仮説が支持されている。ハイテ

ク産業では組織コミットメントが５％の有意水

準ながら怠業阻止効果を示していることは本稿

の議論では捉えられない結果である。ただし，

ハイテク産業に関しての怠業の重相関係数の平

方が０．０９でしかないことを考えれば，結果から

は多くのことを語ることには慎重である必要が

表１４ 産業別の共分散構造分析の結果

説明変数

被 説 明 変 数

労働意欲 怠 業 転職意思

ローテク産業 ハイテク産業 ローテク産業 ハイテク産業 ローテク産業 ハイテク産業

組織コミットメント ０．５２＊＊＊ ０．６２＊＊＊ －０．０５ －０．２４＊ －０．２４＊ －０．３９＊＊＊

労働報酬 ０．０９ ０．０３ －０．３８＊＊＊ ０．００ －０．４２＊＊＊ －０．０８
賃金適切度 ０．０６ －０．０７ －０．１２ －０．１０ ０．０９ －０．０４

重相関係数の平方 ０．３７ ０．３８ ０．２３ ０．０９ ０．３０ ０．２１

組 織 コ ミ ッ ト メ ン ト

労働報酬 ０．４５＊＊＊ ０．４０＊＊ ０．４７＊＊ ０．３８＊＊ ０．４７＊＊＊ ０．３９＊＊

賃金適切度 ０．２０＊ ０．２１＊ ０．１９＊ ０．２０＊ ０．１９＊ ０．２０＊

報酬�賃金 ０．４８ ０．４０ ０．４７ ０．３９ ０．４８ ０．３９

間接効果（組織支援を経由：２つの因果係数が有意な場合のみ）

労働報酬 ０．２３ ０．２５ －０．０９ －０．１１ －０．１５
賃金適切度 ０．１０ ０．１３ －０．０４ －０．０６ －０．０８

適合度指標

RMR ０．１１ ０．０７ ０．１１ ０．０９ ０．１０ ０．０８
GFI ０．９２ ０．８９ ０．９２ ０．９０ ０．９２ ０．９０
AGFI ０．８７ ０．８４ ０．８８ ０．８５ ０．８８ ０．８６
RMSEA ０．０７ ０．０７ ０．０６ ０．０６ ０．０６ ０．０６

（注） �１ 潜在変数を構成する観測変数の因果係数は省略。ただし，係数は全て１％水準で有意。

�２ �報酬�賃金�は共変関係（相関）を示す。
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あろう。

転職意思：転職意思についても，ローテク産

業では労働報酬，そしてハイテク産業では組織

コミットメントが効力を示している。組織コミ

ットメントが転職意思を低めることは，先進産

業社会を対象とした研究でも広く確認されてい

る事実である。しかしローテク産業でみられる

労働報酬が転職意思を低下させるという論理は，

新たな関連の検出である。この事実の詳細な検

討は，今後の検討に委ねなくてはならない。し

かしローテク産業では労働報酬，そしてハイテ

ク産業では組織コミットメントが効力をもつこ

とは，それぞれの産業が相対的に重視している

労務管理戦略を表わしているといえよう。

賃金適切度は職務行動への有意な直接効果を

示していないが，組織支援を経由した労働意欲

への間接効果は認められる。労働報酬について

も，労働意欲については，直接効果よりも間接

効果のほうが大きい。産業別にみても，労働報

酬や賃金適切度が組織支援の一部を構成してい

ることがわかる。

２つの産業について推計された職務行動関数

の結果は，仮説をほぼ支持しているといえる。

３．監視による怠業の阻止

動機づけに焦点を当てたために考慮しなかっ

たが，監督の強化によっても怠業は阻止されう

る。監督者と経営者に対する労働者の態度の観

点から，双方の産業における監督システムにつ

いて検討しよう。

�労働者は十分な理由なく解雇される恐れが

ある�というステートメントに対して，�妥当

する�と�強く妥当する�との回答の合計はハ

イテク産業で９．１％あるのに対して，ローテク

産業では３７．６％と有意に高くなっている（表

１５）。また�監督者は労働者を強く叱責するこ

とがある�についても，それを妥当する比率は，

ハイテク産業で１７．４％であるのに対してローテ

ク産業では４８．８％と有意に高くなっている（表

表１６ 監督者の叱責

強く妥当する 妥当する
どちらともい

えない
妥当しない

全く妥当しな

い
合計

ローテク産業 ３１（１４．４） ７４（３４．４） １（０．５） ４４（２０．５） ６５（３０．２） ２１５（１００．０）

ハイテク産業 ７（４．９） １８（１２．５） ２（１．４） ３７（２５．７） ８０（５５．６） １４４（１００．０）

Wilcoxon検定，Z＝５．８９，P＜０．１％

（注） かっこ内は％。

表１５ 解雇のおそれ

強く妥当する 妥当する
どちらともい

えない
妥当しない

全く妥当しな

い
合計

ローテク産業 ３９（１８．１） ４２（１９．５） ４（１．９） ３６（１６．７） ９４（４３．７） ２１５（１００．０）

ハイテク産業 ５（３．５） ８（５．６） ３（２．１０） １７（１１．８） １１１（７７．１） １４４（１００．０）

Wilcoxon検定，Z＝５．２９，P＜０．１％

（注） かっこ内は％。
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１６）。次に，労働者の監督者への評価を探るた

めに５つの質問を用意した（表１７）。因子分析

（主因子法）により，ひとつの有意（固有値＝２．７１，

分散＝５４．１２％）な監督者に対する態度が摘出さ

れた。因子得点（Rubin-Anderson法）の平均は，

ローテク産業で－０．１３であるのに対して，ハイ

テク産業で０．２０と有意な差がある（t＝３．０５，P

＜０．５％）。

このように，ローテク産業で，怠業を阻止す

るためにやや強圧的な監視がなされているとい

える（注１６）。本稿のモデルでは怠業の説明力が低

かったが，ここに述べた結果は怠業を阻止する

ために別の手段が採用されていることを示唆し

ている。本稿では，監督について充分な資料を

収集しておらず，詳細な検討は今後の課題とし

たい。

Ⅵ 結論

産業構造の高度化には労働観や職務意識の変

容がともなうというWeberの主張を手がかり

として，産業構造の高度化過程における労務管

理戦略を，労働者の職務意識という観点から検

討してきた。

本稿で明らかとなった主要な知見は，次の２

つである。�１職務行動の最も有力な説明変数は，

組織への一体感をあらわす組織コミットメント

である。そして組織コミットメントを醸成する

因子として組織支援が摘出されたことから，職

務行動が社会的贈与交換の枠組みで捉えられる

ことを明らかとした。これは先進産業社会の調

査でもひろく確認されている論理であり，それ

が工業化の初期段階にある社会でも確認された

ことには留意すべきであろう。また製造技術な

いしは作業特性という観点から，�２ローテク産

業では短期的報酬や監視を軸とした労務管理が

採用されているのに対して，ハイテク産業では

組織支援を通じて組織コミットメントを高める

という労務管理戦略が採用されることが明らか

となった。このことから，次の２つの含意が導

き出されうる。

ローテクからハイテクへと産業転換がなされ

るときには，労働報酬が労務管理戦略の対象か

ら外れて，組織コミットメントの醸成がより重

要な意味をもつことになる。換言すれば，怠業

の阻止ではなく労働意欲の高揚が労務管理戦略

の要諦となる。こうした視点に立てば，製造技

術との対応関係を考慮しない労務管理手法（例

えば日本的経営）の画一的な移転には慎重にな

るべきであろうし，また経済発展の過程で産業

構造が変化するときには労務管理，したがって

労働者の職務意識もまた変容が求められること

にも留意する必要があろう。

次に，対象とした双方の産業は，ともに川下

表１７ 監督者に対する態度

因子負荷量 共通性

監督者は労働者の面倒をよく見てくれる。 ０．５５ ０．７８
監督者は労働者を信頼している。 ０．５３ ０．７４
監督者は信頼できる人である。 ０．６１ ０．７３
監督者は労働者を公平に扱ってくれる。 ０．５０ ０．７２
監督者は労働者の不満を聞いてくれる。 ０．５１ ０．７０
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の労働集約的産業である。しかしローテク産業

の労務管理が比較的単純であるのに対して，組

織コミットメントの醸成がもとめられるハイテ

ク産業のそれはやや高度となる。したがって，

縫製・製靴産業といったローテク産業は単なる

要素価格からみた比較優位だけではなく，労務

管理という点でも工業化を始動する産業として

適切といえよう。

本稿の手法は，質問票による労働者への聞取

り調査である。組織心理学や経営学などでは頻

繁に採用されてはいるが，有効ではあれ労務管

理の限られた側面を議論する手法である。政府

介入の大きい開発途上国の企業経営を議論する

には，経済学的手法にもとづく分析による補完

が不可欠であることを，最後に指摘しておきた

い。

（注１） Weber（１９７６）の第１章における議論を参

照。本稿の引用は大塚訳（１９８８）。

（注２） 経済学も行動科学に含まれるともいえるが，

経済学が方法論的個人主義に立脚するのに対して，本

稿でいう行動科学は心理学的接近を採用することから

方法論的個人主義を措定していない。この相異をもっ

て，本稿では経済学と行動科学を対比させる。

（注３） 労働意欲と怠業は同一次元の両端にある概

念として捉えられるかもしれない。しかし，例えば，

高い労働意欲をもった労働者が何らかの組織内の理由

により労働意欲の実現ができずに怠業するケースを考

えれば，双方は独立した概念として捉えられよう。

（注４） 効率賃金仮説の途上国経済への適用可能性

については，Riveros and Bouton（１９９４）を参照され

たい。

（注５） 本稿と近似する枠組みでの研究として，拙

稿［大野２００３］を参照されたい。

（注６） 組織支援と情緒的コミットメントとの関

係は広く確認されている。そのレヴューについては

Rhoades and Eisenberger（２００２）を参照されたい。

（注７） 紙幅の都合で，賃金決定や経営形態のもつ

意味などは紹介していない。詳しくは，例えば，秋葉

（２００１）を参照されたい。

（注８） 聞取り調査には，ヴェトナム国会・社会委

員会事務局の助けを得た。

（注９） 職務意識への性差の影響は認められなかっ

たので，本稿では性差は議論されていない。

（注１０） １ドルは１万５０００VTD弱である。

（注１１） ヴェトナムの国営企業改革については，石

川（１９９９）を参照されたい。

（注１２） 標準正規分布 Z統計量（絶対値）による

近似であり，それに基づく有意水準（両側検定）も漸

近有意確率である。

（注１３） こうした概念を構成するために考案された

質問項目は先進国を対象とするために，開発途上国と

いう環境では適合しない質問がある。そうした質問は

含まれていない。

（注１４） これに近い質問で労働努力を捉えた研究と

しては，Fairris and Alston（１９９４）を参照されたい。

（注１５） 産業別の分析によるサンプル数の減少によ

り結果が不安定となることから，図１から組織支援が

省かれている。これは，組織支援は組織コミットメン

トを介在して職務行動に影響するという本稿の考察に

基づいている。

（注１６） Rhoades, Eisenberger and Armeli（２００１）

は，組織支援と情緒的コミットメントの相関を確認し

たうえで，知覚された組織支援の先行因子として組織

の報酬，手続き的公正そして監督者支援が有意である

ことを検証している。この議論は，本稿の図式と重な

っている。
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